
 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 

第１号被保険者 676 840 574 438 247 2,775 

第２号被保険者 7 26 22 19 16 90 

総     数 683 866 596 457 263 2,865 

給付費区分 支給件数 給付額（円） 

居宅介護サービス給付費   ７５，４８２ ３，９１４，６８９，７０４ 

居宅介護サービス計画給付費 ３２，７４９ ４６５，７９８，５４２ 

居宅介護住宅改修費 ３９４ ４２，７２５，０２６ 

居宅介護福祉用具購入費 ４７０ １５，３２０，６９０ 

合  計 ― ４，４３８，５３３，９６２ 

サービス種別 支給件数 給付額（円） 

訪問介護 １６，３００ ８８１，７８９，３２１ 

訪問入浴介護 ６１２ ３５，９０２，３３１ 

訪問看護 ６，２２２ ２５５，７６９，８０８ 

訪問リハビリテーション ４１５ ９，４８８，２１３ 

通所介護 １２，８４７ ８６５，６５３，０２４ 

通所リハビリテーション ６，２９１ ４６５，４５７，８５７ 

福祉用具貸与 １６，９５９ ２２１，２２２，６７９ 

短期入所生活介護 ５，７１３ ７７４，８６７，７８３ 

短期入所療養介護 ５９７ ３６，１３９，２１１ 

居宅療養管理指導 ８，４０３ ６９，４７２，２３３ 

特定施設入居者生活介護 １，５９７ ２９８，９２７，２４４ 

合  計 ― ３，９１４，６８９，７０４ 

決算書掲載頁　435

内
訳

加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により要介護状態となった被保険者について、その能力に応じ自立し
た日常生活を営むことができるよう、必要な居宅介護サービスを提供する。

平成25年度ベースでは計画額どおりに推移しており、第5期計画期間（H24～26）においても、総額として計画額内となる
見込み。また、介護給付の適正化について努めていく。
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要介護状態となった被保険者の在宅での生活を支援する。
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直営 平成12年度 介護保険法　第41条

40歳以上65歳未満の特定疾病を起因とした要介護認定者及び65歳以上の要介護
認定者のうち居宅サービス受給者。
受給者：2813人（計画値）

平成25年度ベースでは、ほぼ計画額どおりに推移している。第5期計画期間（H24～26）においても、総額として計画額内
となる見込み。また、介護給付の適正化について努めていく。
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事業：居宅介護サービス給付                                

１．居宅介護サービス費の支給 

要介護状態となった被保険者の在宅での生活を支援するため、ケアプラン作成や訪問介護・通所介護などの在宅

サービス、住宅改修などの費用について保険給付を行った。 

(1) 居宅介護サービス受給者数 

 

※平成 26年 3月 31日現在 

(2) 給付費区分別支給件数及び給付額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

細事業：居宅介護サービス給付                             

１．サービス種類別居宅介護サービス費 

要介護認定者が受けた居宅介護サービスに要した費用について、審査を行ったうえで、居宅介護サービス給付費

を支給した。 

(1) 支給件数及び給付額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 

第１号被保険者 676 840 574 438 247 2,775 

第２号被保険者 7 26 22 19 16 90 

総     数 683 866 596 457 263 2,865 

給付費区分 支給件数 給付額（円） 

居宅介護サービス給付費   ７５，４８２ ３，９１４，６８９，７０４ 

居宅介護サービス計画給付費 ３２，７４９ ４６５，７９８，５４２ 

居宅介護住宅改修費 ３９４ ４２，７２５，０２６ 

居宅介護福祉用具購入費 ４７０ １５，３２０，６９０ 

合  計 ― ４，４３８，５３３，９６２ 

サービス種別 支給件数 給付額（円） 

訪問介護 １６，３００ ８８１，７８９，３２１ 

訪問入浴介護 ６１２ ３５，９０２，３３１ 

訪問看護 ６，２２２ ２５５，７６９，８０８ 

訪問リハビリテーション ４１５ ９，４８８，２１３ 

通所介護 １２，８４７ ８６５，６５３，０２４ 

通所リハビリテーション ６，２９１ ４６５，４５７，８５７ 

福祉用具貸与 １６，９５９ ２２１，２２２，６７９ 

短期入所生活介護 ５，７１３ ７７４，８６７，７８３ 

短期入所療養介護 ５９７ ３６，１３９，２１１ 

居宅療養管理指導 ８，４０３ ６９，４７２，２３３ 

特定施設入居者生活介護 １，５９７ ２９８，９２７，２４４ 

合  計 ― ３，９１４，６８９，７０４ 


